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震災復興をめぐるコミュニティ形成とその課題
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Community Development and Its Problems of
Disaster Reconstruction
Tsuneya SAKURAI, Atsuko ITO
要　旨
　本論では、東日本大震災のコミュニティ形成の現状と課題、そして現在進められている支援方
策とその課題について、阪神・淡路大震災の経験とその特性に学びつつ、具体的被災自治体のケー
スをもとに明らかにしていく。阪神・淡路大震災では、震災復興の過程で度重なるコミュニティ
の分断があり、自助・共助が希薄化し、かえって行政の力に依存せざるをえない復興まちづくり
となっていた。東日本大震災では、仮設住宅建設においてコミュニティを重視できなかったこと
や生活課題の深刻化が現れてきている。他方で、震災前のコミュニティの関係を活かしながら、
被災者の自立的な復興まちづくりへの参加を実現してきている被災地もある。東松島市では、
2011年夏より復興まちづくり推進員が設置され、震災前のコミュニティの関係を重視した話し
合いや学習会を展開し、この蓄積を集団移転後の新しいコミュニティ形成への参加へと結びつけ
ている。そしてこうした人的支援のあり方は、2012年度より復興支援員（総務省）として制度
化されている。今後の課題として、復興支援員へのサポート体制の確立、中間支援組織と行政と
のパートナーシップ、そして復興まちづくりの住民提案に対する行政対応などが指摘される。
Summary
　　This paper aims to illustrate the present situation, ongoing support programs, and problems 
and challenges of the community development after the Great East Japan Earthquake. We 
analyze the case of administration in the stricken area in comparison with experiences of the 
Great Hanshin Awaji Earthquake. In the case of the Great Hanshin Awaji earthquake, the 
communities were repeatedly disrupted in the reconstruction process, and the foundation of self-
help and mutual help was weakened. Consequently, the reconstruction machizukuri had to rely 
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on the administrative authorities. Similarly, in the case of the Great East Japan Earthquake, in the 
temporary housing, the problems caused by the disrupted communities have become apparent, 
in addition to the issues with everyday life. On the contrary, in some machizukuri areas, 
communities before the earthquake have been maintained and leveraged the residents’ 
participation in the reconstruction machizukuri. For example, Higashi Matsushima City appointed 
reconstruction machizukuri promoters since summer 2011. The promoters coordinate 
discussions and workshops based on the community before the earthquake to help residents 
participate in the new community development after the group relocation in the near future. This 
way of support has been institutionalized since the fiscal year of 2012 as the reconstruction 
supporter system (Ministry of Internal Affairs and Communications). What remains to be solved 
includes establishment of the support system for the reconstruction supporters, the partnership 
between intermediate support organizations and administrations, and the bottom up system by 
the local authorities for reconstruction machizukuri. 
はじめに
　2011年３月11日に発生した東日本大震災は、福島県における原子力発電所事故も伴いながら、
国内の震災としては過去最大級の被害をもたらし、未だその復興の道筋すら見えない被災地も少
なくない。特に東日本大震災が、農山漁村を中心とした地域の共同性の強い被災地特性があるこ
と、そして人口の流出が避けられないという事態も加わり、人々のつながりやコミュニティ関係
の維持・再生が重要な復興のテーマとなっている。震災を前後したコミュニティの関係はどのよ
うに変化しているのか。あるいはコミュニティの維持・再生に向けた支援方策とはどのようなも
のであるのか。大震災から１年半を過ぎた今、被災地のコミュニティ形成はどの段階にあり、い
かなる課題に直面しているのか。そこでは、過去の大震災の経験がどのように活かされているの
か（いないのか）。本論では、震災復興をめぐるコミュニティ形成の課題について、まず阪神・
淡路大震災の経験を時系列的に概観し、各段階におけるコミュニティ形成の特徴、課題、支援体
制などについて整理する。それらを踏まえて、東日本大震災のコミュニティ形成の現状と課題、
そして現在進められている支援方策とその課題について、具体的被災自治体のケースをもとに明
らかにしていく。こうしたコミュニティ形成へのアプローチは、震災復興のみならず、被災地以
外の地域コミュニティ再生手法にも示唆を与えるものと考えている。また、被災地は復興まちづ
くりの途上にあることから、本論は東日本大震災のコミュニティ形成をめぐる中間報告的な位置
づけとなる。
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１　阪神・淡路大震災におけるコミュニティ形成の課題
１−１　住宅復興に関する政策の流れ
　1995年１月に発生した阪神・淡路大震災の大きな特徴の一つは、都市直下型地震によるイン
ナーシティ災害であったことである。既成市街地を震度７の激震が襲い、戦災を免れた多くの木
造老朽家屋が倒壊し、火災が発生した。そこには、低家賃で住める上に昔ながらのつきあいが比
較的存在しており、高齢者らが多く居住していた。そのため、震災による死者の約半数が65歳
以上、死因の９割が圧死・焼死という被害をもたらした。そして、このインナーシティは、人口
の回復、住宅の再建など復旧・復興過程においても遅れを見せた。
　そして、被災者の「すまい」を中心とした復興政策の大きな特徴は、後に「単線型住宅復興」
と呼ばれた「避難所」→「仮設住宅」→「復興公営住宅」への移行に重点を置く政策であった。
しかし、その過程において、もともとのコミュニティが分断されることにより自立した生活が困
難になった人々に新たな課題が生じたり、単一の支援メニューから外れた人々への支援が不足す
るなどの問題が表われた。一方で、問題解決のために行政や専門家、ボランティアらによる様々
な支援の試みが見られた。
　本章では、災害直後および避難所、仮設住宅、復興公営住宅、地元でのまちづくり、そして別
の地域に転出した県外避難者のそれぞれの場面について、コミュニティの視点を中心に、どのよ
うな特徴、課題、支援が見られたのかについて概観する（図表１−１参照）。
１−２　災害直後および避難所運営と地域コミュニティ
　まず、災害直後、およびその後の避難所生活の時期、地域コミュニティはどのように対応した
のであろうか。
　災害直後の時期は、とにかく人命に関わる、最も緊急を要する救助と避難が必要な時期である
が、行政はこの時点で適切な対応を行うことはできなかった。自治会などの組織的な活動も、機
能したところは少ないようである。家族やごく身近な近隣の人に救出されたケースが目立つ。
図表１−１　阪神・淡路大震災における住宅復興のフロー
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　横田（1999：266）は、神戸市都市問題研究所が1995年３−５月に行った被災者アンケート
のデータを引用し、地震発生時に助けてもらったのは近隣の人たち（43.6％）、家族（39.1％）、
友人（22.6％）の順だったことから、「フォーマルな組織化の水準いかんよりも、プライバシー
をある程度開放しあった近隣レベルでの交流が、地域住民の生活構造の自明な核を成している点
こそに注目すべき」であると指摘している。
　長田区の真野地区の事例（今野1998）は、日頃のまちづくりの成果が発揮されたことで有名
である。生き埋めになった人を近隣で救助しただけでなく、住民の初期消火活動によって延焼を
くい止めるなど、初期の段階で協力体制が組まれていた。日頃からつきあいのあった地元企業も
工場内の自営消防隊を出し、道路の復旧に重機を提供して協力を惜しまなかった。震災前からの
友愛訪問先の高齢者をその日のうちに訪問し、夕方には自治会を中心として炊き出しも行ってい
た。この地区は、以前から内発的まちづくりのモデルとしてしばしば紹介されてきたが、震災時
の迅速かつ組織的な対応がそれまでの活動の蓄積を証明し、また、初期の防災において地域コミュ
ニティがいかに重要であるかの典型的な事例として改めて注目を浴びた。
　緊急時に行政を頼りにはできないこと、まず、家族と近隣の助け合いが現れること、地域での
日常的な人のつながりが非常に大切であることが特徴的な時期であった。
　次に、避難生活が中心となる時期におけるコミュニティの状況について述べる。
　避難所の形態として代表的な学校型避難所の事例としては、例えば、日頃から児童とも学校関
係者ともつきあいのあった「体育振興会」の委員の活躍が大きかった事例や、教員とすでに信頼
関係が築かれていたPTA役員が、避難者と学校との橋渡しの役目を果たした事例などが報告され
ている（神戸大学＜震災研究会＞編1995）。学校は、小学校区レベルの地域社会になじんだ施設
で、避難所が比較的大規模になるため組織的運営が必要とされる。その場合、日頃から学校区レ
ベルで地域活動を行い、学校との関係を築いている人達が実績を生かしやすいようである。
　避難所の大部分に、何らかの形でボランティアが関わっていたことも阪神・淡路大震災の特徴
と言える。ボランティアが主導で運営していた避難所もあった。その中で、地元の受け入れ基盤
がしっかりしているところでは、ボランティアとの協力体制をつくり、避難所の対応に追われな
がらも地域の復興という視点を持ちながら活動していた。
　先ほど紹介した真野地区（今野1998）では、東京からの滞在ボランティアが地区全戸の安否
確認などを行い、被災者が地元に戻って居住できるための調査や要望運動を行った。
　東灘区の魚崎小学校（高砂1996）では、日頃から小学校の子供会や民生児童委員などを兼任
していたリーダーのもとで、地域内の家屋の被災状況調査、地元に仮設住宅を建設するための神
戸市への要望活動、地域内の店舗の開店状況調査など地域の復興にむけての活動を展開した。専
門ボランティア（東京からの介護ボランティア、関西建築家ボランティアなど）や企業ボランティ
ア（建設業者や電気メーカー）にできることを最大限に生かした活躍を見せている
　神戸市中央区では、避難所のリーダーらを中心として「中央区避難所連絡会」が結成（1995/3）
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され、その活動は仮設住宅へ被災者が移行するに合わせて「中央区避難者連絡会」（1995/10）
へと展開、その後は「市民交流会」（1997/4）として恒久住宅の住民をも視野に入れた支援を行っ
た（柴田1999）。被災地で生まれたボランティアグループの中には、時期に応じて内容を変容さ
せながら長期的に活動しているところも多い。
　以上から、災害直後および避難所での対応は、それまで培ってきた地域コミュニティやネット
ワークの力が問題解決の役割を果たすことが明らかになった。
１−３　避難所から仮設住宅へ
　兵庫県内では、ピーク時には約30万人が避難所に避難していた。行政はできる限り避難所を
早期に解消するためにも避難所対応と同時進行で仮設住宅の建設に取り組んだ。その結果、兵庫
県内で約４万8000戸、うち最も多い神戸市内では約３万戸の仮設住宅が建設された。必ずしも
避難所から仮設住宅への移行がスムーズに行われたわけではなかったが、災害救助法に基づくい
わゆる「避難所」は８月20日で終了した１（兵庫県・（財）21世紀ひようご創造協会1997）。た
だし、仮設住宅の戸数としては必要な数を満たしたものの、被災者の生活のニーズに合わせた仮
設住宅を十分に建設できたとは言えず、多くの問題が生じた。
　第一の問題点は、被災者の多い既成市街地（インナーシティ）で大量の建設用地を確保するこ
とが難しく、多くが郊外に建設されたことである。仮設住宅への応募は公平性を確保するために
抽選方式がとられ、被災者の地元に近い仮設住宅に優先的に入居することはできなかった。神戸
市では、旧市街地での建設は全体の約18％程度にとどまり、中心部の応募倍率は数百倍であった。
このため、インナーシティで生活していた人々の多くが神戸市の場合であれば北区、西区、ある
いは埋立地であるポートアイランド（中央区）、六甲アイランド（東灘区）など職場や買い物の
場である生活の拠点から遠く離れた、交通の便も悪い郊外の仮設住宅に入居しなければならな
かった。このことにより、地理的にも生活にも不慣れな状況にストレスを感じたり、職場への通
勤が交通費や通勤時間の負担から続けられなくなるようなケースも発生した。
　第二に、兵庫県から市町には弱者には入居を決める抽選の優先枠を設置するよう優先順位が示
された。第１順位は、60歳以上の高齢者だけの世帯、障害者のいる世帯、母子世帯であり、神
戸市では第１次募集では第１順位の世帯だけで定員に達した。これは過酷な避難所生活から弱者
を優先的に仮設住宅に入居できるようにすることが目的であったが、結果として初期に建設され
た仮設住宅では高齢者、障害者などの優先順位の高い世帯が集中し、仮設住宅の自治会運営や相
互扶助の担い手に不足する事態を生んだ。
　第三の課題は、第一、第二の問題ともかかわるコミュニティ形成の問題であった。既述の通り、
仮設住宅にはそれぞれの地元を離れて入居して来た世帯が初対面で慣れない土地での生活を始め
なければならず、しかも高齢者や障害者の占める割合が高いために、より支援を必要とする人々
は多いにも関わらず仮設住宅内で支援活動や自治会運営の中心的担い手となれる人材は著しく不
櫻　井　常　矢　　伊　藤　亜 都 子
− 46 −
足していた。弱い立場の人々はより孤独や不安を高めていき、その最たる現象として５月末から
６月の梅雨入りの頃には「孤独死」が社会問題として顕在化した（兵庫県・（財）21世紀ひよう
ご創造協会1997：237）。上野（1999：272-275）によれば、仮設住宅がほぼ解消した1999年
７月の時点で、孤独死者数は253人でそのうちの約７割が男性であった。男性では50歳代、60
歳代がきわめて多く63％を占め、その多くが無職であった。中年男性のアルコール依存症が目
立ったことは社会的にも注目されたが、上野は男性が女性よりも近隣から孤立する傾向にあり、
「住居を失い、仕事が無く、知り合いのいない仮設住宅での孤立感・閉塞感を紛らわせるために
アルコールに頼ってしまうのではないか」と分析している。
　一方、こうした仮設住宅入居者のコミュニティ形成および生活の課題に対応するために様々な
取り組みがなされた（兵庫県・（財）21世紀ひようご創造協会1998）。
　その中でも特徴的であったのは、比較的規模の大きな仮設住宅内に「ふれあいセンター」を設
置したことであった。計画当初は100戸ほどの仮設住宅への設置を予定したが、要望が多かった
ために後ほど50戸以上を設置対象とし、兵庫県内で200カ所以上が設置された。「ふれあいセン
ター」建設の目的は、慣れ親しんだ地域から離れた人々（特に一人暮らしの高齢者）が自室に閉
じこもることを防ぎ、交流の場をつくることであった。この交流拠点を中心に、様々なボランティ
ア活動や自治会内での交流が展開され、コミュニティ形成の場として活用された。運営は仮設住
宅で組織された自治会が中心となることが多かった。
　そしてもう一つは、支援をより必要とする高齢者・障害者等が震災前の居住地に比較的に近い
地域で、福祉などのケアを受けられる環境を整えるために、市街地に小規模単位で「地域型仮設
住宅」と呼ばれる仮設住宅を兵庫県内で約2,000戸建設したことであった。自治体によってケア
サービスの内容に差異はあったが、「グループホームケア事業型」と呼ばれるタイプは、「入浴、
炊事、衣服の着脱などに一部介助を要する程度の高齢者等」を対象として、介護員や看護師を
24時間配置し、身辺介助、家事援助、夜間の臨時対応、生活相談などを行った。「生活援助員派
遣型」と呼ばれるタイプは、前者ほどではないが「身体上、精神上の理由で避難所での生活が困
難と見られる高齢者」を対象とし、LSA (Life Support Adviser) と呼ばれる生活援助員を24時間
配置し、生活相談、安否確認、一時的家事援助、緊急時対応、関係機関との連絡などをおこなっ
た。芦屋市のグループホーム型では、食堂兼台所が共有スペースとなっており、ボランティアも
介在させながら気軽に居住者が交流できる空間づくりができ、入居者の満足度も高い評価が得ら
れていた。この形態は、地域からの支援も受けやすく、入居者が一人にもなることも交流するこ
ともできるすまい方として、将来的な超高齢社会のモデルともなり得ると注目された。
　これら二つの試みは、次の災害復興公営住宅でも生かされていくことになる。
１−４　災害復興公営住宅の建設
　兵庫県、神戸市をはじめとする被災自治体は、阪神・淡路大震災で家を失った被災者のために、
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大量の災害復興公営住宅を建設した。「ひょうご住宅復興３か年計画」で示した目標では災害復
興公営住宅は38,600戸を供給することとし、震災から４年目の1999年３月までには40,000戸を
超える住宅を建設し、戸数としては目標を達成した。特に仮設住宅からの移行を促進するために、
仮設入居者には応募の際に特別優先枠を用意した。新しく建設された公営住宅は、バリアフリー
の徹底をはじめ福祉的な設備が整っており、低賃金で入居できることなどから、住宅に関する満
足度は比較的高い評価が入居者からは得られた。しかし、災害復興公営住宅の建設、およびそこ
で暮らす人々の生活において、新たな問題も発生した。
　第一の問題点としては、戸数としては必要な戸数を建設したものの、やはり被災者らの希望す
る場所への建設という意味では十分とは言えなかったことが挙げられる。応募に対する全体的な
平均倍率は3.43であったが、神戸市の東部、芦屋市など既存市街地には応募が集中し、神戸市
北区、西区などの郊外では大量の募集割れの団地が発生した。「もと住んでいた街に戻りたい」
という被災者の声が強く、神戸市東部の住宅では、倍率が100倍を超えるケースもあった（（財）
阪神・淡路大震災記念協会1999：191）。
　第二には、これまで長屋、文化住宅など密集市街地で居住していた被災者たちにとって高層住
宅という住環境になじみにくく、高い階に住んでいると１階まで降りて行くのがおっくうで外出
が減る、手軽に庭づくり、土いじりができない、「鉄の扉」を閉めてしまうと隣に人がいるのか
どうかもお互いに分からなくなる、孤独を感じる、などの意見が多くあがった。災害復興公営住
宅は、バリアフリーや防音などが整った住環境である反面、むしろ仮設住宅のようにとなりの人
の気配が感じられるような交流や気軽な会話の機会が減り、孤立感を深める印象を与えていた。
　そして第三の課題としては、やはりコミュニティ形成が困難であることが挙げられる。仮設住
宅の入居時と同様、抽選によって入居が決まった人々は、多くが初対面であり、ゼロからコミュ
ニティづくりをしなければならなかった。しかし、高齢者率は高くコミュニティづくりの中心と
なれる担い手は不足し、高層住宅での生活で近所づきあいの機会はつくりにくく、新たなコミュ
ニティづくりは容易ではなかった。
　上記のような課題、特に高齢者への対応として災害復興公営住宅の計画に新しい取り組みがと
り入れられた。一つは、「シルバーハウジング」の推進である。住まいの中の段差をなくすバリ
アフリー化、自動的に居住者の安否を確認するシステムや万一のときに通報できるボタンの設置
などを整備した（約4000戸）。そして、市町から生活援助員（LSA）を派遣するサービスを実施
した。LSAの他にも、様々なボランティアをはじめ見守り推進員、見守りサポーター、民生委員
などによる見守り支援が実施された。
　二つ目として、震災前の下町的なより濃密なコミュニティを再現できるようなしくみとして、
全国の公営住宅として初めて「コレクティブ・ハウジング」が導入された。コレクティブ・ハウ
ジングは、個人の居住部分に加えて、ダイニングやリビングなどの共同空間を備えた集合住宅で、
この共同空間でともに食事や交流が日常的にできる環境となっている（（財）阪神・淡路大震災
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記念協会1999：188）。この事業は、地域型仮設住宅での経験が発想の原点となっているが、事
業化に至る過程には、石東直子氏らによる「コレクティブハウジング事業推進応援団」、多数の
専門家と建設省、神戸市などによって構成された「コレクティブハウジング研究会」などの検討
の成果があった。コレクティブ・ハウジングは261戸と全体から見るとごく一部の住宅であり、
しかも日本人にはなじみのない住まい方であったために定員割れの団地も見られたが、「きたる
べき超高齢社会における公営住宅のありかたを考えるさいのモデル」（阪神大震災復興市民まち
づくり支援ネットワーク1999：82）として注目されている。
　第三には、入居後のコミュニティ形成が少しでもスムーズにいくように、グループ入居という
募集方法、自治会のたちあげのための行政による人的な支援、入居前イベントの開催、などが行
われた（（社）都市住宅学会関西支部　復興団地コミュニティ調査研究委員会2002：３）。また、
仮設住宅でのふれあいセンターの活用をモデルに、「コミュニティプラザ」という集会所を設置
するなど工夫が見られた。
　ここで、2001年から2002年にかけて実施した災害復興公営住宅のコミュニティ調査２の一部
を事例として紹介する。
　神戸市灘区の臨海部に大規模に建設されたHAT神戸・灘の浜団地は、震災前から神戸製鋼脇浜・
岩屋工場跡地の再開発の計画が進められ「東部新都心」として新しいまちづくりが目指されてい
た。約6.2ヘクタールの敷地に、県営、市営､ 公団賃貸の1,886戸の公的復興住宅、商業施設、
特別養護老人ホームなどを整備し、1998年４月から入居が始まった。住民の約８割が仮設住宅
からの入居者であった。
　1999年10月には、「なぎさふれあいのまちづくり協議会」（各自治会、老人会、婦人会、子ど
も会、子育てサークル、ガーデンクラブ、民生委員など地域住民組織から成る）が結成され、地
域福祉センターの自主運営のほか、地域交流､ 地域活動を行っている。入居から１年までに市営、
県営の各棟で自治体からの立ち上げ支援を得ながら自治会が結成された。主な業務は、共益費の
徴収や共有空間の清掃活動である。
　調査を通して具体的に明らかになった課題は、自治会の役員は献身的に運営に取り組んでいる
ものの、自治会に対して受身的な人が多く、自治会運営が難しいケースが多いことであった。居
住者に高齢者が多いために、自治会の役員のなり手が少ないだけでなく、団地の清掃などの行事
にも（膝が痛い、腰が痛いなど）身体的に参加できない住民も多い。そして、多くの復興団地で
見られる課題であるが、家賃や共益費の滞納率が高い（12 〜 35％）ことも明らかとなった。共
益費の徴収が自治会の役割となっているために、自治会運営の困難とも大きく関わっている。
　また、住民の交流の拠点となる「コミュニティプラザ」の運営方法をめぐって意見が分かれ、
活用しづらい状況になっている団地が見られた。他には、不法駐車やペットの飼育に関する苦情
など集合住宅のマナーにかかわる問題が発生している。
　この団地は、工場跡地に新たにつくられた団地や店舗により構成されており、これまでのまち
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の歴史や入居前の人々のつながりがほとんどなく、「ゼロ」に近い状態からのスタートであった。
その状況で急いで自治会の立ち上げ、地域組織（ふれあいのまちづくり協議会、老人会、婦人会
等々）の発足など様々なことに取り組んでいるために、いろいろな場面で無理が生じているよう
に見られた。地域内での活動も、むしろ既成市街地以上に行われている部分もあるが、つながり
が単純で組織を通じたつきあいに限られがちで、本来の「まち」のように時間をかけてゆっくり
とつくられた歴史や風景、人と人との複雑なつながりの中で生活していた人々にとっては、生活
環境が大きく変化したと言える。
　次は、個人を対象に実施したヒアリング調査の一部である。
＜一人暮らしの男性の事例＞
　自宅で洋服の仕立てを営んでいたが、震災の前からリフォームに（仕事を）変えていた。中央区の自
宅（文化住宅）で被災した。現在は、顔と名前が一致するつきあいはほとんどない。体の具合が悪く、
あまり外出しない。気管も悪くなったので声が出しにくく､ 耳も聞こえにくいので相手に大きな声を出
してもらうのが気の毒で、人と会話をしなくなってきた。
　スーパーでの買い物は、会話をしなくてすむから心理的に楽だが、本当は対面販売をしている一般の
商店で話をしたい。以前は、そういう店で買い物をして冗談もかわしていた。今は、そんな気分転換も
できないのがつらい。震災前は商売もしていたのでつきあいもあったし、近隣ともあいさつしていた。
今は、自分の家という気がしない。
　この男性のケースでは、震災前の市街地では職業もあり、人との何気ない会話を楽しむ自立し
た生活を送っていたが、もとのまちとのつながりを失い、新しい関係を転居先でつくることがで
きずに次第に福祉支援の対象となりつつある状況がうかがえる。
　塩崎（2009：141）は、「単線型住宅復興の流れを全体として考えると、避難所、応急仮設住宅、
復興公営住宅という段階を経るごとに建物の水準はよくなっていったが、そのつど人と人とのつ
ながり・コミュニティはばらばらにされ、居住者は人間的な結びつきを失い社会的に孤立していっ
たのである」として、阪神・淡路大震災後の住宅復興に関する課題を指摘している。
１−５　地元再建　—震災復興まちづくり—
　本章の冒頭で、被災地での大きな被害がインナーシティに集中したことを述べたが、このイン
ナーシティ（既成市街地）における主な復興計画は、再開発事業および区画整理事業という都市
計画によるものであった。
　神戸市は、1995年２月１日に建築基準法第84条第１項による建築制限を復興都市計画事業施
工予定の６地区、計約233ヘクタールで２月17日まで実施し、その後、３月17日まで延長した。
２月21日には、神戸市内の６地区に、土地区画整理事業（約125ヘクタール）、２地区に市街地
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再開発事業（約26ヘクタール）を実施する案を発表した。被災地ではいまだライフラインも復
旧せず混乱する避難所生活を送る被災者であふれ、被災地を離れ親族の家などに避難した者には
十分な情報も届かない状況の中で、突如発表された計画発表には住民から大きな反発が起こり、
反対運動や意見書の署名活動が各地域でおこった。専門家らからも、国からの予算確保が目的と
なっているとの指摘や、住民の意思をまったく考慮しない拙速な計画やその強引な手順に多くの
批判が寄せられた。しかし、３月14日には市の都市計画審議会が「市の都市計画案」を承認、
３月17日には市の都市計画案が建設大臣の認可と知事の承認を受け、都市計画決定を行った。
　その後、すべての事業区域で紆余曲折を経ながら「まちづくり協議会」が組織され、それぞれ
の「復興まちづくり」が展開されることになるが、スタートの強引な決定が行政と住民の間に深
い溝をつくり、建設的な議論が可能になるまでに相当の労力や時間を要した。
　阪神・淡路大震災における復興まちづくりは、こうした行政主導への対抗、換言すれば「市民
主体のまちづくり」がいかに実現できるかが一つの大きなテーマであり挑戦であったと言える３。
そのためにも「まちづくり協議会」において一つひとつの課題に対して住民の意思を尊重して合
意形成していくことが重要なポイントであったが、現実的には厳しい場面も多かった。行政と住
民との信頼関係の構築も大きな課題であったが、住民の立場も様々で意見を集約することも難し
く、また、時間をかけて丁寧に議論をつくすことが求められている一方で、早期再建へ向けて少
しでも早く決断していかなければならないジレンマとのたたかいでもあった。そして、議論が何
年にもわたり長期化する間に、当初の役員は高齢化が進行し、途中でまちを去る者もおり、被災
者にも疲弊やあきらめに近い感情も見られた。そのなかでも根気強く議論をすすめ、前進する過
程は、積極的に議論に関わった者たちにとっては、自分たちのまちについて見つめ直す過程でも
あった。
　この復興まちづくりの経験による大きな成果として、第一に「まちづくり協議会」というしく
みが被災地で普及したことが挙げられる。神戸市の「まちづくり協議会」の制度は、「まちづく
り条例」（1981年制定）によるものであり、地元住民を中心とするメンバーが構成員となる組織
で、まちづくりプランナーや建築家、コンサルタントなどの専門家が派遣され、運営を支援する
体制がとられている。派遣の費用、住民の活動費などには行政からの助成が得られる。震災前は、
先進的な12地区（29協議会）で協議会が認定されていたが、震災後は、一時は100を超える「ま
ちづくり協議会」が組織され、96年７月には情報交換や課題の共同解決のために「神戸まちづ
くり協議会連絡会」が結成された。「まちづくり協議会」は、その後、復興事業の終了とともに
解散した地区も多いが、住民主体のまちづくりおよび専門家によるその支援をすすめるしくみと
して認知され、定着した意義は大きい。
　もう一つの成果は、復興市民まちづくりをすすめるために、専門家らの支援体制やネットワー
ク構築が大きな役割を果たし、その経験の蓄積がその後の災害時における復興まちづくりに生か
されていることである。復興まちづくりの主体はあくまで地域でありそこで生活していた住民で
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あるが、住民の想いをまちづくりという形にして進めていくためには、様々な専門家によるサポー
トや支援体制が必要である。阪神間には、もともと都市計画や建築関係のコンサルタントらによ
るゆるやかなネットワークが存在していたことも関係しているようであるが、復興まちづくりの
支援ネットワークとして、総合的なものには「阪神大震災復興市民まちづくり支援ネットワーク」
をはじめ、「神戸復興塾」、「神戸まちづくり研究所」、「阪神・淡路まちづくり支援機構」、「関西
建築家ボランティア」など、個別の専門的な支援ネットワークとしては「共同再建支援チーム」、
「阪神グリーンネット」、「コレクティブハウジング事業推進応援団」など様々な組織やネットワー
クが立ち上げられ、報告会やシンポジウムの開催、ニュース、冊子の発行、などを通して被災地
全体の支援体制を構築していた。先述した復興都市計画事業として指定された再開発事業、区画
整理事業への支援はもちろんであるが、実際には都市計画区域として指定された地域は、被災地
の面積の３％程度でしかなかった。同じように大きく被災しながら行政の事業地区にも指定され
ず行政支援が乏しいいわゆる「白地地区」にもこれらの支援ネットワークは重点的に支援活動を
行った（阪神大震災復興市民まちづくり支援ネットワーク1999：12-20）。「白地地区」への経
済的支援を目的とするものには、阪神・淡路ルネッサンスファンド（HAR基金）が設立されてい
る。そして、その後の台湾921地震、中越大地震においても、阪神での経験である＜まちづくり
協議会＋市民まちづくり支援ネットワーク＞という仕組みを基盤とした支援活動が展開された
（小林2012：57）。
　専門家による支援には、復興事業やまちづくりに関する専門知識だけでなく、住民（被災者）
の想いや考えをくみ取り、言葉や形にあらわせる能力、そして何より住民（被災者）の視点に寄
り添える姿勢が必要である４。
１−６　県外避難者について
　震災後、被災地をはなれて県外に避難した人々を県外避難者というが、この言葉自体も後に使
われるようになったもので、震災直後にはそのような人々について注意を払わることはほとんど
なく５、支援の対象として認知されず、行政が積極的に実態を把握につとめることもなかった。
塩崎（2009：98）によれば、震災当初の県外避難は一時的な避難と考え、いずれ戻るつもりで
いたものの、その後、戻るめどが立たなくなってくるケースが多かったとのことである。被災地
での住宅支援は被災地内の避難所や仮設住宅での居住者が優先されたため、いったん被災地をは
なれた被災者は、支援の対象から外れる結果となった。
　兵庫県が最初に県外避難者数の把握に取り組んだのは震災の年（1995）の10月で、国勢調査
や関西電力の契約戸数をもとに約５万世帯、12万人と推計した。その後、６万人など修正した
数字も発表したが、正確な数字はわからないままである（（財）阪神・淡路大震災記念協会
1999：95）。兵庫県は、1996年から登録制度で約１万50世帯を対象に「ひょうごだより」の郵
送、相談などを行った。登録者を対象に1996年末に実施したアンケート調査の結果によれば、
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将来の希望として「県内に戻るつもり」との回答が40.2％、「戻りたいが、戻れない」38.7％、「分
からない」11.5％であり、「現在の場所で暮らす」が9.6％とのことであった。およそ８割が「戻
りたい」と希望しているにもかかわらず「戻りにくい」状態になっている主な要因として、賃貸
の場合では「公営住宅に当たらない」、「安い家賃の住宅がない」、持ち家に住んでいた被災者の
場合は「再建資金がない」、「区画整理などが進まない」などの回答が挙げられた。災害復興公営
住宅の入居についても、県内の仮設住宅に居住する被災者すべての入居のめどが立った98年か
ら初めて県外避難者にも応募が可能になったが、応募条件を満たすことができる被災者は少数で
あった。徐々に応募要件は緩和されたが、行政からの支援は適切なタイミングとは言えず常に後
回しになりがちで、時間が経過するにつれて県外避難者の人々はさらに戻りにくい状況へと置か
れていった。
　県外避難者に対する支援はボランティアを中心に行われた。大阪に事務所があり弁護士や一級
建築士らで構成される「街づくり支援協会」には、震災から５か月後の６月ごろから市外や県外
に避難した人々からの相談が日増しに寄せられるようになり、支援活動をはじめたことで県外避
難者の問題がやっと認識され始めた。「街づくり支援協会」は、被災者からの無料電話相談を開
設し、機関紙「りんりん」を発行して、被災地の情報や被災者の声を届けた。また、全国の
YMCAなどに支援を呼びかけて全国で17都道府県30の被災者同士や支援者による団体が結成さ
れ、各地で交流会を開催した（柴田、国場2002：109）。
　県外で生活する避難者にとって、住宅問題や経済的な困難と同時に、被災地からの疎外感、孤
立感が大きな心理的負担となった。「知り合いが周りにいないので、話し相手がいない」「被災者
以外の人に震災のことを話しても、大変だったね、というだけで気持ちをわかってくれない」「被
災地の情報が入らないので焦る」「自分たちは被災地を捨てたのではないかという罪悪感が残る」
等々の悩みを共有できずにいた。また、県外避難者の名簿もなく、お互いに連絡を取り合うこと
もままならなかった。それらの状況に対する取り組みが、ボランティアらによる各地での交流会
やネットワークづくりであり、そこで気持ちや問題を共有しながら、積極的に行政に支援を求め
る活動にとつなげていった６。
小括
　1995年の阪神・淡路大震災の復興過程について、避難所、仮設住宅、災害復興公営住宅、復
興まちづくり、県外避難者のそれぞれのステージにおいて概観したが、それらを通して以下の２
点が明らかになった。
　第１点目には、復興過程においてそれぞれの地域で形成されていたコミュニティの持つ力や日
常生活の中で果たしてきた役割を軽視してしまったために、各段階で新しく様々な課題が発生し、
その課題への対応としてさらなる支援が必要となった。
　特に「単線型住宅復興」と呼ばれた避難所→仮設住宅→災害復興公営住宅という主な支援メ
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ニューの過程で、何度も地域コミュニティが分断され、被災者は新しい土地へのゼロからの適応
を迫られた。それは、もとの地域社会において何気なく支え合いながら生活できていた人々を自
立から遠ざけ、結果的にはますます福祉的な支援を増やす必要が生じてしまった過程であった。
いわば、自助・共助の力を妨げ、多くを公助に頼らなければならない状態を生み出すしくみとなっ
たと言え、復興全体にとっても負担となった。しかも、その支援メニューから外れた人々は、ほ
とんど支援の対象とならず、経済的にも心理的にも苦しい状態となった。１−６で紹介した県外
避難者はその最たる人々である。被災地内においても、仮設住宅に入居せずに親族宅で暮らした
り、自力で民間の住宅を借りたり、自費で自力仮設を建設するなど多様な形で復興に向けて努力
した人々への支援は手薄になったと言わざるを得なかった。
　第２点目は、様々な問題に対応すべく、いくつかの新しい支援の仕組みが試みられたことであ
る。ボランティアが社会に浸透し、専門家らの支援活動は多様に展開され、彼らの活動は行政の
支援制度やしくみづくりにも大きく貢献した。仮設住宅や災害復興公営住宅では、生活を支える
福祉的なサポートシステムが構築され、その後の災害時および日本が迎えつつある超高齢社会へ
のモデル的な試みとなっている。そして、地元の復興まちづくりでは、「まちづくり協議会」の
普及、および専門家らによる支援体制が浸透してきたことが挙げられる。
２　東日本大震災におけるコミュニティ形成と人的支援
２−１　東松島市と被災状況
（１）市の概況
　東松島市は宮城県の県都仙台市の北東にあ
り、広域石巻圏の西端に位置することから、広
域仙台都市圏とも隣接し、東は石巻市、南は太
平洋に面している。東日本大震災による被害状
況は、市街地の65％が浸水するなど甚大な被
害を受けている。死者、行方不明者を合わせる
と1,093名（全住民の３％）で遺体収容者1,063
人、市民死者数998人、行方不明者30人となっ
ている（2012年９月21日現在）。家屋被害は
計14,547棟（全世帯の96％）で全壊5,484棟、
大規模半壊3,050棟、半壊2,495棟、一部損壊
3518棟となっている（2012年２月21日現在）。
そのほか、流出、水没車両は約11,000台、施
設被害額668.71億円などとなっている。図表２−１　東松島市の自治協議会配置図
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　震災前の東松島市では、2005年の市町村合併以降、周辺自治体にも先駆けて市民協働のまち
づくりを推進してきている７。2008年度には市内８地区の自治協議会の設立と同時に、財政支援
策として地域まちづくり交付金制度を整えている（図表２−１参照）。さらに、2009年度からは
各自治協議会が指定管理者となり、市民センター（旧公民館）の管理運営を進めている。各地区
別に、市民相互の話し合いを積み重ねながら、地域計画の策定や事業活動を進めてきた震災前の
蓄積は、東日本大震災の復旧・復興にどのように活かされているのか。実際に、震災直後の混乱
の中で実施された復興計画策定に向けての市民懇談会は、いずれの地区についても自治協議会役
員、そして市民センター職員との調整を通して主体的に実施されてきている事実もあり注目され
る。ここではまず、復興プロセスを検討する前提となる被災地のコミュニティ課題とその構造に
ついて整理する。
（２）震災後のコミュニティ課題
　震災直後の被災地におけるコミュニティ課題の一つは、津波被害の有無によって住民間の関係
の持ち方に困難があったことである。例えば、図表２−１①の矢本東では、津波による全壊など
の甚大な被害を受けた住民は沿岸部に居住していた一部であり、多くの住民は被災後も震災前の
生活を継続している。筆者らも参加した震災後の矢本東ネットワークコミュニティ主催の市民懇
談会の場でも、津波被災者だけを分けてテーブルを囲み場を設定した経緯もある（2011年８月
開催）。また、被害の大きくなかった内陸部の地域には、仮設住宅が多く建設されているが、こ
うした地域では仮設住宅の住民を地域としてどのように受け入れていくべきかが論議されてい
る。祭り、運動会、敬老会など年間を通じての行事、市民センターで開催される講座等への参加
等をどの程度働きかけ、あるいは回覧板の配布などもどのように進めていくかについてである。
特に図表２−１⑤大塩コミュニティ協議会は、津波被害は全くない地域であったが、震災後に仮
設住宅が600戸設置され、1000人規模の住民が突然増えることとなる。既存の人口比でいけば、
突然多くの新しい住民が同じコミュニティを形成することとなり、その後の何年間かをともに過
ごすこととなるが、このことへの対応が
協議会を中心に議論されている（2011
年８月開催）。被災状況も異なる住民同
士がどのように自治的関係を継続して行
くのかは現在も課題となっている。
　第２の課題は、仮設コミュニティの生
活をめぐってである。東日本大震災では、
阪神大震災でも課題となったコミュニ
ティ単位での仮設住宅の建設が、宮城県
岩沼市など一部を除き、ほとんど実現で図表２−２　仮設自治会茶話会の様子
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きていない実情がある。津波被害によって、沿岸部の平地が浸水してしまったこともあり、狭い
土地に小規模な仮設住宅をバラバラに建設してしまったことが理由としてあげられる。さらに避
難所から仮設住宅への移行を高齢者や体の不自由な方を優先的に進めたことも重なって、結果と
して震災前のコミュニティ関係は断たれ分散生活することとなっている。東北地方という比較的
地域の共同性が強い土地柄もあり、異なるコミュニティの人々が混在することには抵抗も多く、
仮設住宅建設段階では仮設自治会などの設立に時間がかかることが想定されていた。また、仮設
住宅での生活課題も深刻さを増している。筆者らは東松島市大曲浜地区の仮設自治会において茶
話会を開催し、被災者たちの声を聞くなどしている（2012年３月開催：図表２−２参照）８。い
くつか共通して見られた声は次の通りである。①隣家の生活音（トイレ、入浴など）がほとんど
聞こえる。そのためトイレなどは近所のスーパーですませてしまうことがストレスになっている、
②ゴミ集積所にビールなどの空き缶が多く、アルコール依存になっていることが心配である、③
交流の場に出てくる人がいつも決まっている。特に男性が閉じこもりがちである、④仮設住宅内
での挨拶が少ないことやゴミのポイ捨てなどがみられることが気になる、などである。こうした
ストレスの多い生活が長期化することによる被災者の疲労感も強く感じられた。2011年夏に訪
問した際に出会った被災者たちも来場していたが、すこし容姿が変わったようになり、茶話会の
間中、涙している方や先の見えない生活に困惑する方の多いことが、その後報告されている９。
被災地全体においても、孤独死のケースやDVの増加などが問題視されている。被災地は、農業
や水産業を主産業とする地域であり、震災前は広い敷地に暮らし、アパート居住などに不慣れな
住民たちが多いこともあり、生活環境の変化の大きさが、精神的、身体的負担となっている。
　そして、東日本大震災の被災状況の特徴の３点目は、分散避難という環境下で集団移転等の復
興を描くことの難しさである。被災者は、既述のようにコミュニティがバラバラとなってしまっ
た状況であるにもかかわらず、‘集団’で移転しなければならないという困難さを抱えている。す
なわち、集団移転の前提として「集めては話し合う」という手間のかかる作業が待っている。こ
のことも含めて、被災地のコミュニティは以下の４つに整理される10。
【仮設コミュニティ】仮設住宅生活期のコミュニティ。仮設自治会を設立する場合もある。
【被災者受入れコミュニティ】仮設住宅が建設されたコミュニティ。新旧住民の交流などが課題。
【つなぎコミュニティ】分散生活する住民が一時的に集い話し合う場面のこと。
【移転先コミュニティ（新コミュニティ）】集団（高台）移転先にできる新しいコミュニティ。
　ここで特に注目したいのは、「つなぎコミュニティ」である。バラバラに暮らす被災者が同じ
目的（例えば「被災前に同じコミュニティだった住民たちで集まりたい」「同じ高台エリアへの
移転を希望している」）を理由に、集まっては話し合うという作業を重ねていかなければならない。
その場合、だれが集めるのか（人材）。集まって何を話し合うのか（テーマ）。どこに集まるのか
（場）などが課題となる。とりわけ後述する話し合いの環境をつくる人材の確保が求められてくる。
震災から１年８カ月が経過した現在においては、こうしたプロセスをどのように確保しているか
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については被災自治体によって事情が異なっている。
２−２　東松島市の集団移転とその課題
　集団移転に関する被災地の議論は2012年夏以降になって、ようやく具体的に進もうとしてい
る。また2011年10月に防災集団移転促進事業の特別措置として導入された規制緩和策なども、
この事業の推進を後押ししている11。図表２−３は東松島市における集団移転の移転希望状況と
その支援体制である12。市内の津波被害のエリア（移転促進区域）は、Ａ（宮戸）からＦ（大曲浜）
の大きく６つに分けられる。これらが、Ⅰ（宮戸）からⅤ（矢本東）までの大きく5つのエリア
に集団（高台）移転をすることが計画化されている13。しかし実際には、津波被災前の元のコミュ
ニティのままで移転するわけではなく、移転希望者個人の要望に応じて移転先が決められること
になる。そのため、生活の利便性をはじめその他の諸条件から、特定のエリアに希望者が集中す
ることも想定される。被災前のコミュニティから住民が分散して移転していくこと、あるいは特
定の地域（矢本東、矢本西）に希望者が集中している様子がみてとれる。集団移転とは言うもの
の、被災前のコミュニティの関係は維持されないことや、さらには新しい住民同士がともに信頼
関係を構築しながら移転先コミュニティの姿を描く作業が求められることがコミュニティ形成の
図表２−３　東松島市防災集団移転促進事業全体位置図
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課題として理解される。
　二つ目の課題は、集団移転に向けた被災者としての取り組み、特に地域としてのアクションに
違いがあることである。図表２−４は2012年における大曲地区の懇談会の開催状況である。同
年５月から100名を超える参加者を得ながら継続的に開催されている。同地区の今後について地
区住民が共通のテーマをもって話し合う機会がなかった実情から、地区住民が普段抱えている課
題、将来の居住先やまちづくり並びに跡地利用などについて話し合いを重ね、行政への要望等も
含め大曲地区住民の立場からの復興を検討することを目的に開催されている。大曲地区ではさら
に、地区内にある４つの行政区ごとに懇談会も開催している（図表２−５）。それぞれ各２回ず
つ開催しており14、各回のテーマについては４地区共通して、【第１回懇談会】①震災当時に感
じた事や地域における課題　②震災時の対応としてよかったと感じたこと　③行政に対する要望
や地域での検討事項等、【第２回懇談会】①奥尻島視察報告　②行政に対する要望事項の検討　
③区における課題や地域での検討事項等となっている。
　こうした地域が主体となった懇談会と同時に、移転先のまちづくりに向けた整備協議会の設立
も進んでいる。東矢本駅北地区まちづくり整備協議会もその一つだが、準備会から設立までの経
過を図表２−６に整理している。整備協議会設立にあたっては、市内各地区からの移転希望者を
募る必要があるわけだが、大曲浜地区については整備協議会設立前に地区独自の移転希望者懇談
図表２−４　大曲地区懇談会の経過 図表２−５　大曲４地区懇談会の経過
図表２−６　東矢本駅北地区
　　　　　　まちづくり整備協議会設立経過
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会を開催し、円滑な整備協議会加入を促して
いる（同図表下線部、並びに図表２−７参照）。
　このように被災者を集めての懇談会（復興
整備計画においては移転促進協議会の名称）、
あるいは整備協議会の設立までは、行政より
も地元の自治協議会並びに市民センターによ
る被災者への働きかけが求められている（図
２−３参照）。整備協議会設立後の復興まち
づくりは、コンサルタント会社や非営利法人
などの民間組織への委託が前提となっている
が、その立ち上げまでが課題である。被災者
の関心と参加を高め、跡地利用を含め地域の
合意として前に進めなければならないなど、震災後１年半を過ぎていずれの被災自治体もこの段
階での歩みが進まない状況がある。東松島市における被災者主体の懇談会開催の実現や整備協議
会設立の背景には、大曲市民センターのサポートが要因として大きいとされる。懇談会開催の事
前準備として、市民センター所長や多様な支援者（後述する復興支援員を含む）などの綿密な調
整があることを見落とせない。特に、集団移転にかかわる行政からの情報発信と共有が被災者と
の間で進まない状況が続く中で、行政も交えた定期的な情報共有の場づくりが実現したこと、そ
してかつて同じ地区に暮らした住民同士が顔を合わせる機会があったことが移転事業を前進させ
たとされる15。震災前からの自治協議会の運営や市民センターの管理運営等に取り組んできた同
市の住民自治活動や市民協働のまちづくりの蓄積が、復興のプロセスに影響を与えていたとも捉
えることができる。
　そして第３の課題は、こうした被災者の懇談会や話し合いの場づくりに取り組む支援者の役割
である。東松島市では、2011年８月より復興まちづくり推進員として３名が設置されている16。
東日本大震災の特徴である分散避難という状況に対して、求められる「集めては話し合う」とい
う作業を実質化するために、被災者相互やコミュニティの‘つなぎ役’としての役割が期待される。
それは、コミュニティや被災地の外にある資源（情報、人材、財など）をつなぐインターミディ
アリーとしての役割でもある。以下では、こうした被災コミュニティへの人的支援策についてみ
ていく。
２−３　コミュニティ形成への人的支援の仕組みと課題
（１）復興まちづくり推進員の取り組み
　東日本大震災の被災地が向き合う集団移転（防災集団移転促進事業）は、移転に対する住民の
合意が求められるため、文字通り集団としての合意形成が前提となる。そのため分散して暮らす
図表２−７　整備協議会設立準備のための懇談会
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被災者を「集めては話し合う」という手間のかかるプロセスが求められる。過去の大震災の経験
から、仮設住宅（コミュニティ）への支援の手は行政、民間双方から豊富にあるものの、在宅避
難者や借り上げ住宅に生活する被災者も含めた被災前の地域コミュニティ単位での集団移転論議
やその再活性化を促進する担い手は、その存在はもとより復興の道筋での描きにおいてすら希薄
な実態がある。被災者の生活支援を意図した生活支援員（社会福祉協議会）とは異なる、地域コ
ミュニティの形成（再生）を目的とした人的支援の不在である。こうした課題に対応することを
目的に設置されたのが上述の「復興まちづくり推進員（以下、推進員）」である。分散避難する
被災者の‘つなぎ’を果たしながら、話し合いや学習会を重ね、被災前のコミュニティの関係を可
能な限り維持した形での復興まちづくりを促進する役割がその目的である。被災地では、まずは
宮城県東松島市、南三陸町において計８名（各４名ずつ）が配置されている。そして推進員に対
する各種のサポート事業を「復興まちづくり推進協議会」が展開している17。
　推進員は、過去の震災の復興に携わった経験のないいずれも素人であり、ともに暗中模索の中
で努力を重ねてきている。活動の当初段階では、専門家によるファシリテーター研修、あるいは
新潟・中越での研修などを重ねながら、自らの被災地における位置と役割を確かめるようにその
歩みを進めている。具体的な活動としては、復興計画の策定に向けた被災者を集めてのワーク
ショップ、仮設マップづくりや「まちづくり寺子屋」と称した学習会、仮設集会所での住民との
懇談、市民センター等の拠点施設での各種事業の開催など多様である。当初は、推進員の役割が
被災者たちに理解されず、徐々に信頼関係を構築しながら地域の人間関係の中に入って行くこと
に苦労する面が多かったという。しかし、現在では被災者たちにとって必要な存在となりつつあ
ると同時に、被災者自らが地域イベントの企画や実践に向かおうとする姿が見られるなど、自立
した地域・被災者とそのサポート役という両者の関係構築が進んできている。例えば、地域での
懇談会などに比較的参加が少ない子育て世代だけを集めての子育てサロンの開設などがある（図
表２−８参照）。これは、被災地での集団移転の議論などが進む中にあって、子育て世代の女性
の参加が少ない状況を憂慮した推進員の呼びかけに応じて、女性たちの集いが重ねられてきてい
る。「地区の懇談会には正直参加しにくい」「高齢者への支援は社会福祉協議会や民生委員などか
ら豊富にあるが、子育てへの支援は少ない」「被災地では未就学児向けの遊び場、遊具が少ない」
など、多くの声が寄せられている18。子育て世代の復興への参加はこれからの課題ではあるが、
少しずつその声を伝えるための女性たちの話し合いの場が作り出されようとしている。
　また、被災者のニーズに応じた学習会の企画も丁寧に行われている。当初、参加者がなかなか
集まらず、学習会（まちづくり寺子屋）の企画に苦慮していた推進員は、仮設住宅での暮らしを
めぐる課題発掘のためにアンケートを実施している。そのなかで出された「支援物資などが増え、
狭い仮設住宅の中がさらに手狭になっている」「支援物資がうまく片付けられない」などの声を
もとに、収納棚づくりを学習会のテーマに設定している（図表２−９参照）。県内にある工業大
学の支援を得ながら開催されたこの学習会は好評であり、意欲的な被災者の参加を実現している。
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学習会への参加だけでなく、既に仮設住宅内で工夫されていた収納棚なども見出され、それらを
写真で共有化することにより、被災者間の支えあいや相互支援の関係性を構築しようとしている。
　そして、推進員の重要な活動の一つが、集団移転や震災復興にかかわる被災者の話し合いの場
づくりである。上記のような女性たちや仮設住宅の暮らしに目を向けた活動もまた、こうしたコ
ミュニティのつながりを維持・再生していく取り組みへの基盤となるものと理解される。被災地
の自治体行政では、行政職員の減少や震災対応による多忙化から、地域への細かな配慮が届いて
いない実態がある。そのため、仮設自治会の設置や集団移転への話し合いの場づくりを自治会長
や行政区長等の地域リーダーに期待（依存）するところも多くみられた。しかし地域リーダー自
身も被災者であるうえ、具体的な移転となれば各戸の経済的事情によってその判断が揺らぐこと
などから調整役を担うことはより困難となってくる。その意味でも、地域コミュニティの話し合
いの場をコーディネートする役割として、行政でも住民（被災者）でもない第三者的な調整機能
がより必要性を増してきている。とりわけ国の補助制度など、様々な法規制にかかわることにつ
いては、行政の単発での説明会のみでは被災者には理解できないことが多く、より分かりやすく
噛み砕いた形での学習会が一層求められてもいる。さらには津波被災地の跡地利用、地域産業の
再生、仮設自治会の生活課題など、被災者たちが向き合うべき課題もまた多く存在する。これら
を意識しながら、しかし被災者自らが自身の課題として取り上げ、主体的な課題解決を図るため
の環境整備を図る役割である。推進員は、震災後から今日まで、コミュニティのつながりを大切
にしながら、継続的な住民交流や話し合いの場を創造してきているが、その蓄積が豊富なエリア
ほど、まちづくり整備協議会の設置が市内でも先駆けて進められている実態がある。丹念な被災
者のつなぎやコミュニティ形成が復興まちづくりの確かな歩みを支えている。
（２）復興支援員の制度化と支援体制
　推進員は、その経験や専門性の上では不安な点も多く、また特に行政との関係をつくる上で課
図表２−８　子育てサロンの様子 図表２−９　仮設住宅収納棚づくり
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題が多い。推進員はあくまでも被災者のつなぎ役であり、かつ地域の声を行政に伝えたり、逆に
行政からの情報を被災者に伝えたりする役割を果たす。その意味で、推進員は住民側、行政側の
いずれかに片寄るのではなく、あくまでも中立である。しかし理論的にはそうだとしても、この
立ち位置を維持することは簡単なことではない。こうした推進員の役割や必要性に関する被災地
での啓発をはじめ、推進員への多様なサポート機能を持ち合わせた中間支援組織が必要となる。
宮城県における推進員の試みにおいては、この役割を果たす中間支援組織としてNPO、大学、シ
ンクタンク機関、行政などがコンソーシアムを形成した形での「復興まちづくり推進協議会（以
下、推進協議会）」を立ち上げている。推進協議会では、推進員に対する各種の研修、相談・ケア、
専門家とのつなぎ、そして推進員相互の情報共有などを図りながら推進員の活動を後押ししてい
る。推進員が被災者を対象に実施する学習会の講師を紹介したり、相互のノウハウの共有などを
図るために推進員同士をつないだりするインターミディアリーとしての役割である。
　推進員の取り組みは、被災地のコミュニティ再生のモデルとなり、2012年度からは「復興支
援員」（総務省）として制度化され、宮城県多賀城市、気仙沼市、福島県浪江町など複数の自治
体が導入を進めてきている。今後さらに復興支援員として被災地全域にその役割と規模が拡大し
て行けば、その支援組織となる推進協議会にも一層自立した組織への転換が求められる。最前線
で活躍する復興支援員をさらにコーディネートする人材の配置、あるいは建築、健康、金融など
の専門性を有する各種の団体・企業等とのネットワーク構築など課題は多い。他方で被災地の状
況は、被害の状況はもとより、震災前までの地域づくりや住民参加の蓄積、地域リーダーの存在
などの点で自治体ごとに違いがあり、それぞれの状況に応じた対応が必要となることから、今後
は被災自治体と復興支援員そして中間支援組織との綿密なやり取りに基づく復興まちづくりのプ
図表２−10　復興支援員の推進体制と復興まちづくり推進協議会
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ログラム開発が求められるといえる。
おわりに
　分散避難のなかで集団移転（高台移転）を進めなければならないという東日本大震災の復興プ
ロセスの特性に着目しながら、コミュニティ形成をめぐる現状と課題、並びに人的支援策として
の復興支援員についてその具体的取り組みを概観してきた。阪神・淡路大震災においては、復興
におけるコミュニティが有する力への着眼が希薄であり、そのことによってかえって自助・共助
ではない、行政主導の復興まちづくりが促進され、また新たなコミュニティへの適応を個人に依
存する（強いる）構造を生みだしたことなどをすでに指摘している。これに対して東日本大震災
の被災地では、分散避難という困難な状況にありながらも、改めて震災前のコミュニティのつな
がりを意識した復興のあり方を模索する動きがみられた。従前のコミュニティによる話し合いの
場を積み重ね、その力をさらに集団移転のコミュニティ形成へと結びつける一連の取り組みは、
復興まちづくりを促進すると同時に阪神・淡路大震災の経験を乗り越えようとしている。またこ
れを実現する復興支援員も、過去の震災の経験でもみられた仮設住宅における見守りや福祉・健
康分野の活動とは異なる、コミュニティや復興まちづくりを意図した支援活動であることが重要
である。人的支援の新たな機能を見出しながらコミュニティ形成を目的とした支援が追求されて
きていることから、今後の復興まちづくりの新たな展開が期待される。この人的支援のあり方を
含め、今後想定される東日本大震災のコミュニティ形成における課題を整理しておきたい。
　第一は、被災者の自立的な集団移転への取り組みに対する行政の対応についてである。いわば
協働型復興をめぐる課題である。上述の東松島市では、震災前コミュニティや集団移転先での新
たなコミュニティそれぞれにおいて、話し合いを通じた関係構築を図りながらコミュニティ形成
を進めると同時に、住民の主体的な復興まちづくりの提案が行政に提出されてきている。こうし
た住民提案はまた、移転先のコミュニティの描きだけでなく、津波被害にあった跡地利用につい
ても言及している場合がある。被災者たちは、移転先の暮らしはもちろんのこと、長年培ってき
た産業、観光、あるいは生活の場として愛着のあった従前の土地をどのように利活用して（され
て）行くのかにも関心がある。他方で、提案書を受け取る行政は、移転先のコミュニティの問題
と跡地利用の問題とでは所管課が異なっており、住民提案に対する柔軟な対応ができずにいる実
態がある。とりわけ集団移転後の新たなコミュニティの姿を描く場面では、道路、学校、集会所、
公園、ゴミ処理、防災など、求められる機能が複合化してくるため、なおのこと縦割り行政の課
題が露呈することが予想される。震災の悲しみや苦しさのなかで被災者たちが作り上げた提案の
実質化にあたっては、行政内部の横のつながりが不可欠である。こうした復興プロセスのなかで、
市民参加を促進しつつ、被災者主体の復興をどのように実現していくのかは行政内部の課題とし
て現れてきている。
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　第二に、上記に関連して復興まちづくりにおけるコミュニティ形成や人的支援に対する行政の
政策的関心である。被災地では、移転をめぐる情報開示が少なく、かつ復興への被災者の参画が
希薄である自治体、あるいは民間とのパートナーシップによる復興に消極的な自治体もいくつか
見られる。行政による着実な集団移転を想定しているのかもしれないが、住民の話し合いや合意
の積み重ねを遠ざけることは、移転後のコミュニティ形成の障害になるだけでなく、住民感情に
禍根を残しかねない。阪神・淡路大震災の経験はすでにそのことを伝えている。コミュニティ形
成を図る人的支援、特に復興支援員制度は行政責任で導入することが前提であり、行政と被災者
の間をつなぐその設置目的からしても、被災前後をめぐるコミュニティ形成への行政の高い関心
が前提となる。復興まちづくり推進員が2011年度から設置されている南三陸町については、推
進員を現在もなお、民間単独による雇用と支援によって投入している現実がある。被災者を集め
ての学習会や話し合いの場は丁寧に重ねられてきても、行政関与が希薄ななかでは、コミュニティ
形成をめぐる話し合いの成果がどのように活かされて行くのかは不透明なままである。
　第三は、復興を支える人材育成をめぐる課題である。復興をめぐる道程について本論では、阪
神・淡路大震災の経験から、まちづくり協議会の普及と専門家らによる支援体制が浸透してきて
いることをすでに指摘している。他方で、東日本大震災においては、被災エリアが広域であるこ
と、そしてその地理的条件から被災地に赴く専門家やボランティアの量的な少なさが率直に指摘
できる。その意味でも、「被災地」と「専門家」との関係という構造（阪神大震災）ではなく、
被災地の復興まちづくりを支援する人材と専門家とのコラボレーションのあり方が課題となる。
既述の復興まちづくり推進協議会と復興支援員との関係である。アマチュアとしての復興支援員
をどのように育んでいくのかという教育的課題と言いかえることもできよう。現在の復興支援員
は、性別、年齢、そして過去の職業経験も実に多様である。少なくとも被災地支援活動はもとよ
り、ボランティア活動や市民活動の経験はほとんどなく、各人の復興支援員としての可能性は未
知数である。こうした状況に対して専門家集団としての中間支援組織が復興支援員に寄り添いつ
つどのような人材育成を図って行くのかは今後さらに見守って行く必要がある。
 （さくらい　つねや・高崎経済大学地域政策学部准教授
 いとう　あつこ・高崎経済大学地域政策学部准教授）
＊本論文は平成23年度高崎経済大学研究奨励費による調査研究をもとにしている。
註
１　法律に基づく避難所は解消したが、その後も小学校などの元避難所に住み続けたり、公園などでテント生活を続ける被
災者が相当数いた。当選した仮設住宅が生活ニーズに合わない、あるいは応募しない人々もいた。
２　（社）都市住宅学会関西支部　復興団地コミュニティ調査研究委員会が2002年に発行した『阪神・淡路大震災　災害復
興住宅団地における生活再建とコミュニティ形成に関する調査研究　復興団地のコミュニティ』は、臨海部に位置する
大規模団地（HAT神戸・灘の浜（神戸市）、南芦屋浜（芦屋市）、西宮浜（西宮市））を対象とした調査報告である。高田
光雄氏をリーダーとする23人の構成メンバーで調査研究を実施し、詳細なヒアリングをもとに、生活再建やコミュニティ
形成に関する課題などについて検討した。筆者も灘の浜団地の調査を中心に研究会に参加した。
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３　小林（2012：55-56）は、東日本大震災と阪神・淡路大震災の復興まちづくりを比較し、「17年前とは時代状況が異なり、
東北被災地復興でも、地域主体の合意形成・意志決定で復興（復興市民まちづくり）が進められるべきであることが、
全く自明のこととされているのは、神戸の経験がなんとか継承されているためかと思う」と評価している。しかし、「そ
の内容の無さに愕然とする」と述べ、「地域主体とは何を指し、どのように主体性を確保し、地域復興における決定を進
める仕組みをいかにして用意するのか？その具体的な方策、支援が不十分である」と指摘している。
４　野崎（1999：372）によれば、まちづくりの専門家に求められる資質として、①計画を作成するプランナーの資質、②
実現に至る過程を作るプログラマーとしての資質、そして③他分野の専門家に役割を振り分けてそれをまとめていくファ
シリテーターの資質、④住民間の対立をまとめていくネゴシエーターとしての資質が挙げられ、それらを備えられるよ
うな専門家チームでまちづくりに取り組んでいくことが望ましいと提案している。
５　県外に避難した人々が初めて新聞に取り上げられたのは、柴田・国場（2002）によれば、震災から半年以上が立った
1995年８月である。それまでは、実態として把握することが難しく一つのカテゴリーで捉えられることはなかったとし
ている。
６　行政に対する主な要望は、①被災地内のみに適応される生活支援制度を被災地外の被災者にも適応すること、②実態調
査実施の必要性であった。①については段階的に修正されたが、修正されるまでに1年半を要するものもあった上に、被
災地外には詳細な情報が伝わりにくく、変更点がわかりにくいために情報の混乱を起こしたり、権利があっても申請し
ていない場合も多く見られた（柴田・国場2002：111）。
７　2008年４月１日には東松島市まちづくり基本条例、協働のまちづくり都市宣言、市職員（部課長）を地域担当として配
置する地域担当職員制度、市職員の地域参加を促進するため、職員の地域活動を記録する「マイセルフカード」など、
市民協働にかかわる各種の諸施策を精力的に進めてきている。
８　2012年３月17日開催。高崎市域復興支援委員会（群馬県地域づくり協働モデル事業）の事業として実施。参加者は23名。
高崎経済大の学生20名ほどがファシリテーターとなり、被災地での話し合いの場づくりに取り組んでいる。
９　詳細は、2012年５月19日開催、高崎経済大学地域政策研究センタープロジェクト・日本地域政策学会公開シンポジウム
にて高崎経済大学地域政策学部櫻井常矢ゼミナール学生より報告。
10　詳細は、日本地域政策学会第10回研究大会（会場：北海商科大学）第２分科会『東日本大震災・地域再生の課題と方向』
において櫻井が「被災地の現状と地域再生の課題」と題して報告。
11　政府は2011年10月４日、東日本大震災の復興に向け、防災集団移転促進事業に関する特例措置を行っている。具体的に
は国の補助について、—戸当たり1655万円の限度額を撤廃。また移転先については住宅団地の規模要件を「10戸以上」
から「５戸以上」に緩和するとともに、建設用地の造成費も分譲などで売却した価格との差額を国費で新たに補助する
としている。国土交通省によると、被災３県を中心に約２万４千戸の利用が見込まれている。尚、新潟県中越地震にお
いても同様の特別措置が実施されている。
12　東松島市移転対策部による情報提供をもとに櫻井が作成。具体的な移転希望者数等の数値は、今後変動が予想されるこ
とや情報提供によって移転作業に影響を及ぼすことも想定されるため、ここでは特に掲載しないこととする。
13　詳細は、東松島市復興整備計画（2012年９月18日）参照。
14　第３回懇談会については2012年12月中に開催予定。
15　同市の復興事業をサポートしている宮城大学事業構想学部鈴木孝男助教へのヒアリングをもとにしている。
16　設置の当初段階は宮城県の緊急雇用事業を活用し宮城大学が雇用主体となって投入されているが、2012年度からは宮城
大学の単独雇用となっている。
17　復興まちづくり推進協議会は、宮城県新しい公共の場づくりモデル事業（2011 〜 12年度）として展開している。
18　東松島市における復興まちづくり推進員発行『まちづくり寺子屋通信３号　—第２回子育てサロン編—』より抜粋。
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